
1 

 

                             

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 7 年度 水道事業会計 

定 期 監 査 報 告 書  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大津菊陽水道企業団監査委員 

（令和 7 年 12 月） 



2 

 

                            大 菊 水 監 第 ７ 号 

                            令和７年１２月２６日 

 

 大津菊陽水道企業団 

  企業長  𠮷本 孝寿 様 

  議会議長 西本 友春 様 

 

                      大津菊陽水道企業団 

                        監査委員  牧野 俊彦 

                        監査委員  田代 元気 

 

         令和７年度定期監査の結果について 

 地方自治法第１９９条第１項及び第４項の規定に基づき、令和７年度定期監査を実施し

たので、その結果を同条第９項の規定により報告します。 

 

第１ 監査の概要 

 １ 監査の種類 

     定期監査（地方自治法第１９９条第４項） 

 

 ２ 監査を実施した監査委員 

     牧野俊彦 監査委員 

     田代元気 監査委員 

 

 ３ 監査の期日、場所 

  (1) 期日  令和７年１２月１日（月）～１２月２日（火） 

    (2) 場所  大津菊陽水道企業団 会議室 

 

 ４ 監査の対象 

  (1) 令和７年度上半期における事務の執行状況 

(2) その他財務及び経営に係る執行状況 

 

 ５ 提出を求めた資料等 

  (1) 財産管理関係資料（未収金の管理状況、棚卸資産の管理状況 等） 

(2) 契約関係資料（工事契約の執行状況、業務委託契約の執行状況 等） 
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(3) 組織管理関係資料（昇給昇格基準の運用状況、特殊勤務手当の支給状況 等） 

(4) 中長期的な事業執行計画関係資料（アセットマネジメント調査結果 等） 

(5) 令和７年度中間決算関係資料（中間決算に係る財務諸表 等） 

 

第２ 監査の基本方針及び着眼点 

  第１の５により提出を求めた各資料について、当企業団の監査委員監査基準第２条第

１項第１号及び第２号の規定に基づき、財務に関する事務の執行及び経営に係る事業の

管理が法令に適合し、正確で最少の経費で最大の効果を挙げることを企図しているか、

また、その組織及び運営の合理化に努めているか等について監査を行った。 

  監査に当たっては、関係課長等から直接説明を求めるとともに、関連する資料につい

ても確認を行った。 

 

第３ 監査の結果 

第２に記載のとおり監査した限りにおいて、監査の対象とした事務の執行状況は、総

じて、法令に適合し、正確に行われ、また、最少の経費で最大の効果を挙げることを企

図し、その組織及び運営の合理化に努めていると認められた。  

  なお、当企業団の監査等結果取扱基準に基づく意見は、次のとおりである。 

 

第４ 意見 

 １ 未収金の管理について 

    水道料金の未収金については、両町外への転出者に関して徴収困難となっている

事例が見られる。 

    この場合においても、可能な限り郵便による督促等を行うとともに、住所居所不

明者については、大津菊陽水道企業団の債権の管理に関する条例の規定に基づき、

概ね適正に債権処理等がなされていると認められる。 

    引き続き、既納者・未納者間の公平性の確保、未納額と徴収コストとの均衡等を

考慮するとともに、全未納者を形式的に一律に取り扱うことなく、個別具体の事情

を踏まえた債権管理に一層取り組まれるようお願いする。 

 

 ２ 貯蔵品の管理について 

    貯蔵品に関する棚卸等については、概ね適正になされていると認められる。 

    確認済の記録が鉛筆書きのまま処理されている部分があるので、文書保存に適す

るようにプリンタによるコピーを行うか、容易に消えないインクにより記載するな

ど、改善を図られるようお願いする。 
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 ３ 建設工事の請負契約管理について 

    入札等の契約手続や契約保証金の取扱いについては、大津菊陽水道企業団契約事 

務取扱規則に基づき、概ね適正に処理されていると認められる。 

    請負契約に伴う工事期間中の管理について、工期内に担当職員に現場確認を１回 

以上行う運用がなされているものの、明確な規定がなく、当該担当職員の判断に委 

ねられているので、中間現場確認（写真撮影を含む）の取扱基準等について、内規 

等を定め、標準化を図られるようお願いする。 

 

 ４ 中長期の経営計画について 

    いわゆるアセットマネジメントに関連する諸調査は行われているが、今後、中長

期の計画策定に向けた具体的なスケジュール化が必要と思われる。現時点での課題

を整理するとともに、不足するデータ収集等に取り組む等により、企業団としての

経営方針の明確化を図られるようお願いする。 

                                       

（以上） 

 


